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表紙 表紙・背表紙・裏表紙　9H-1Z 表紙・背表紙・裏表紙　8H-1Z

奥付 2026年10月10日　改訂第9版1刷 2025年3月15日　改訂第8版1刷

凡例
２．学術用語は、労働安全衛生関係法令で用いられている用語を基本とし、その他は日本産
業規格、

２．学術用語は、労働安全衛生関係法令で用いられている用語を基本とし、その他は日本工
業規格、

第1章　ボイラーの構造に関する知識

7 1.2 図1-12

煙道（テキスト）を追加
コルニシュボイラー

7 1.2 図1-13

煙道（テキスト）を追加
ランカシャボイラー

16 1.4.2 図1-31

蒸気部を広げ、線を削除

18 1.4.4 図1-34

弁座（テキスト）を追加

18 1.4.4 図1-35

弁座（テキスト）を追加
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19 1.4.4 図1-36

弁・弁座（テキスト）を追加

第2章　ボイラーの取扱いに関する知識

38 2.1.5 図2-4

蒸気部を広げ、線を削除

第6章　関係法令

122 労働安全衛生法（抄）
改正 令和7年5月14日法律第33号

労働安全衛生法（抄）
改正 令和4年6月17日法律第68号

123 （事業者の講ずべき措置等）
第26条　労働者及び労働者と同一の場所において仕事の作業に従事する労働者以外の作業従
事者は、事業者が第20条から第25条まで及び前条第１項の規定に基づき講ずる措置に応じ
て、必要な事項を守らなければない。

（事業者の講ずべき措置等）
第26条　労働者は、事業者が第20条から第25条まで及び前条（注　第25条の２省略）第１項
の規定に基づき講ずる措置に応じて、必要な事項を守らなければならない。

124 （製造時等検査等）
第38条　特定機械等（別表第１第１号、第２号、第４号及び第８号に掲げる機械等に係るも
のに限る。以下この項及び次項並びに次条第１項において同じ。）を製造し、若しくは輸入
した者、特定機械等で厚生労働省令で定める期間設置されなかったものを設置しようとする
者又は特定機械等で使用を廃止したものを再び設置し、若しくは使用しようとする者は、厚
生労働省令で定めるところにより、当該特定機械等及びこれに係る厚生労働省令で定める事
項について、登録設計審査等機関の検査を受けなければならない。ただし、輸入された特定
機械等及びこれに係る厚生労働省令で定める事項（次項において「輸入時等検査対象機械
等」 という。）について当該特定機械等を外国において製造した者が同項の規定による検
査を受けた場合は、この限りでない。
２　前項に定めるもののほか、次に掲げる場合には、外国において特定機械等を製造した者
は、厚生労働省令で定めるところにより、輸入時等検査対象機械等について、自ら登録設計
審査等機関の検査を受けることができる。

（製造時等検査等）
第38条　特定機械等を製造し、若しくは輸入した者、特定機械等で厚生労働省令で定める期
間設置されなかったものを設置しようとする者又は特定機械等で使用を廃止したものを再び
設置し、若しくは使用しようとする者は、厚生労働省令で定めるところにより、当該特定機
械等及びこれに係る厚生労働省令で定める事項について、当該特定機械等が、特別特定機械
等（特定機械等のうち厚生労働省令で定めるものをいう。以下同じ。）以外のものであると
きは都道府県労働局長の、特別特定機械等であるときは厚生労働大臣の登録を受けた者（以
下「登録製造時等検査機関」という。）の検査を受けなければならない。ただし、輸入され
た特定機械等及びこれに係る厚生労働省令で定める事項（次項において「輸入時等検査対象
機械等」という。）について当該特定機械等を外国において製造した者が次項の規定による
検査を受けた場合は、この限りでない。
２　前項に定めるもののほか、次に掲げる場合には、外国において特定機械等を製造した者
は、厚生労働省令で定めるところにより、輸入時等検査対象機械等について、自ら、当該特
定機械等が、特別特定機械等以外のものであるときは都道府県労働局長の、特別特定機械等
であるときは登録製造時等検査機関の検査を受けることができる。

125 （検査証の交付等)
第39条　登録設計審査等機関は、前条第１項又は第２項の検査（以下「製造時等検査」とい
う。）に合格した移動式の特定機械等について、厚生労働省令で定めるところにより、検査
証を交付する。

（検査証の交付等)
第39条　都道府県労働局長又は登録製造時等検査機関は、前条第１項又は第２項の検査（以
下「製造時等検査」という。）に合格した移動式の特定機械等について、厚生労働省令で定
めるところにより、検査証を交付する。

126 （譲渡等の制限等）
第42条
２　事業者は、前項の機械等については、同項の規格又は安全装置を具備しなければ、労働
者に使用させてはならない。
３　事業者（厚生労働省令で定める数以下の労働者を使用する者に限る。）又は個人事業者
（これらの者が法人である場合には、その代表者又は役員）である作業従事者（以下「作業
従事役員等」という。）は、自ら第１項の機械等を使用して、労働者と同一の場所において
仕事の作業を行う場合には、当該機械等については、同項の規格又は安全装置を具備しなけ
れば、これを使用してはならない。
※令和9年4月1日から施行

（譲渡等の制限等）
第42条
２　新設
３　新設

126 （個別検定）
第44条　第42条第１項の機械等（次条第１項に規定する機械等を除く。）のうち、…
※令和9年4月1日から施行

（個別検定）
第44条　第42条の機械等（次条第１項に規定する機械等を除く。）のうち、…

127 （安全衛生教育）
第59条
４　作業従事役員等は、労働者と同一の場所において前項の業務に就くときは、同項に規定
する教育を受けなければならない。
※令和9年4月1日から施行

（安全衛生教育）
第59条
４　新設

129 労働安全衛生法施行令（抄）
改正 令和8年3月31日政令第90号

労働安全衛生法施行令（抄）
改正 令和6年11月1日政令第342号

133 労働安全衛生規則（抄）
改正 令和8年7月29日厚生労働省令第116号

労働安全衛生規則（抄）
改正 令和6年12月11日厚生労働省令第160号
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133 （安全装置等の有効保持）
第29条
２　前項の規定は、労働者と同一の場所において仕事の作業を行う法第42条第３項の作業従
事役員等（以下「 作業従事役員等」という。）が他の事業者の機械等を使用する場合につ
いて準用する。この場合において、前項第２号及び第４号中「事業者」とあるのは、「安全
装置等を設けた事業者」と読み替えるものとする。
３　作業従事役員等は、労働者と同一の場所において、機械等を用いて仕事の作業を行う場
合（前項の場合を除く。）においては、当該機械等の安全装置等を取り外し、又はその機能
を失わせてはならない 。ただし、次の各号のすべてに該当するときは、この限りでない。
一　当該機械等の点検、調整等作業の性質上やむを得ない場合であること。
二　周囲の作業従事者との間に遮蔽物がある又は安全な距離が確保できているなど、当該機
械等の点検、調整等の作業により他の作業従事者に危険を及ぼすことがないことが確認でき
ること。
４　作業従事役員等は、前項ただし書の場合において、安全装置等を取り外し、又はその機
能を失わせたときは、その必要がなくなった後、直ちにこれを原状に復しておかなければな
らない。
５　事業者は、第1項第４号（第２項において準用する場合を含む。）の規定による申出が
あったときは、すみやかに、適当な措置を講じなければならない。
６　作業従事役員等は、労働者と同一の場所において、機械等を用いて仕事の作業を行う場
合（第２項の場合を除く。）において、当該機械等の安全装置等が取り外され、又はその機
能を失ったことを発見したときは、すみやかに、適当な措置を講じなければならない。
※令和9年4月1日から施行

（安全装置等の有効保持）
第29条
２　事業者は、労働者から前項第４号の規定による申出があったときは、すみやかに、適当
な措置を講じなければならない。

136 ボイラー及び圧力容器安全規則（抄）
改正　令和8年3月23日厚生労働省令第29号

ボイラー及び圧力容器安全規則（抄）
改正　令和6年4月30日厚生労働省令第80号

138 （製造許可）
第３条　ボイラー（小型ボイラーを除く。この章において同じ。）を製造しようとする者
は、製造しようとするボイラーについて、あらかじめ、その事業場の所在地を管轄する都道
府県労働局長（以下「所轄都道府県労働局長」という。）の許可を受けなければならない。
ただし、既に当該許可を受けているボイラーと型式が同一であるボイラー（以下「許可型式
ボイラー」という。）については、この限りでない。
２　前項の許可を受けようとする者は、ボイラー製造許可申請書（様式第１号）にボイラー
の構造を示す図面並びに次の第１号及び第２号に掲げる書類及び書面を添えて、所轄都道府
県労働局長に提出しなければならない。 ただし、労働安全衛生法（以下「法」という。）
第53条の２第１項の規定により、所轄都道府県労働局長が、当該ボイラーの設計について、
法第37条第２項の厚生労働大臣の定める基準（以下「製造許可基準」という。）のうち 当
該特定機械等の構造に係る部分に適合しているかどうかの審査（この章及び第３章において
「 設計審査」という 。）の業務の全部又は一部を自ら行う場合においては、ボイラーの構
造を示す図面並びに次の第２号及び第３号に掲げる書面を添えるものとする。
一　法第37条第３項の登録設計審査等機関（以下「登録設計審査等機関」という。）のうち
当該ボイラーを製造しようとする者の事業場の所在地を含む地域の区分の登録があるものが
行った設計審査の結果を記載した書類
二　次の事項を記載した書面
イ　ボイラーの製造及び検査のための設備の種類、能力及び数
ロ　工作責任者の経歴の概要
ハ　工作者の資格及び数
ニ　溶接によつて製造するときは、溶接施行法試験結果
三　強度計算その他設計審査に必要な事項を記載した書面

（製造許可）
第３条　ボイラーを製造しようとする者は、製造しようとするボイラーについ て、あらか
じめ、その事業場の所在地を管轄する都道府県労働局長（以下 「所轄都道府県労働局長」
という。）の許可を受けなければならない。ただし、既に当該許可を受けているボイラーと
型式が同一であるボイラー（以下 「許可型式ボイラー」という。）については、この限り
でない。

138 （設計審査）
第３条の２　登録設計審査等機関が行う設計審査を受けようとする者は、ボイラー設計審査
申請書（様式第１号の２）にボイラーの構造を示す図面及びボイラーの強度計算その他設計
審査に必要な事項を記載した書面を添えて、登録設計審査等機関に提出しなければならな
い。
２　登録設計審査等機関は、前項の申請に基づき行った設計審査の結果を記載したボイラー
設計審査結果証明書（様式第１号の３）を申請者に交付する。

新設

139 （構造検査）
第５条　ボイラーを製造した者は、法第38条第１項の規定により、当該ボイラーについて、
設計審査を行った登録設計審査等機関の検査を受けなければならない。ただし、当該登録設
計審査等機関の検査を受けることができないときは、他の登録設計審査等機関の検査を受け
ることができる。
２　溶接によるボイラーについては、第７条第１項の規定による検査に合格した後でなけれ
ば、前項の規定により登録設計審査等機関が行う検査（以下この章において「構造検査」と
いう。）を受けることができない。
３　構造検査を受けようとする者は、ボイラー構造検査申請書（様式第６号）にボイラー明
細書（様式第３号）を添えて、登録設計審査等機関に提出しなければならない。
４　登録設計審査等機関は、構造検査に合格したボイラーに様式第４号による刻印を押し、
そのボイラー明細書を申請者に交付する。
５　登録設計審査等機関は、構造検査に合格した移動式ボイラーについて、申請者に対しボ
イラー検査証 （様式第６号）を交付する。

（構造検査）
第５条　ボイラーを製造した者は、法第38条第１項の規定により、同項の登録製造時等検査
機関（以下「登録製造時等検査機関」という。）の検査を受けなければならない。
２　溶接によるボイラーについては、第７条第１項の規定による検査に合格した後でなけれ
ば、前項の規定により登録製造時等検査機関が行う検査（以下この章において「構造検査」
という。）を受けることができない。
３　構造検査を受けようとする者は、ボイラー構造検査申請書（様式第２号）にボイラー明
細書（様式第３号）を添えて、登録製造時等検査機関に提出しなければならない。
４　登録製造時等検査機関は、構造検査に合格したボイラーに様式第４号による刻印を押
し、かつ、そのボイラー明細書に様式第５号による構造検査済の印を押して申請者に交付す
る。
５　登録製造時等検査機関は、構造検査に合格した移動式ボイラーについて、 申請者に対
しボイラー検査証（様式第６号）を交付する。

139 （都道府県労働局長が構造検査の業務を行う場合における規定の適用）
第５条の２　法第53条の２第１項の規定により都道府県労働局長が前条の構造検査の業務の
全部又は一部を自ら行う場合においては、同条（第１項ただし書を除く。）の規定を適用す
る。この場合において、同条中「設計審査を行った登録設計審査等機関」又は「登録設計審
査等機関」とあるのは「所轄都道府県労働局長（組立式ボイラーにあっては、当該ボイラー
の設置地を管轄する都道府県労働局長）又は登録設計審査等機関」とする。

（都道府県労働局長が構造検査の業務を行う場合における規定の適用）
第５条の２　法第53条の２第１項の規定により都道府県労働局長が前条の構造検査の業務の
全部又は１部を自ら行う場合においては、同条の規定を適用する。この場合において、同条
中「登録製造時等検査機関」とあるのは「所轄都道府県労働局長（組立式ボイラーにあつて
は、当該ボイラーの設置地を管轄する都道府県労働局長）又は登録製造時等検査機関」とす
る。

140 （溶接検査）
第７条　溶接によるボイラーの溶接をしようとする者は、法第38条第１項の規定により、当
該ボイラーについて 、設計審査を行った登録設計審査等機関の検査を受けなければならな
い（附属設備（過熱器及び節炭器に限る。以下この章において同じ。）若しくは圧縮応力以
外の応力を生じない部分のみが溶接によるボイラー又は貫流ボイラー（気水分離器を有する
ものを除く。）を除く。）。ただし、当該登録設計審査等機関の検査を受けることができな
いときは、他の登録設計審査等機関の検査を受けることができる。
２　前項の規定により登録設計審査等機関が行う検査（以下この章において「溶接検査」と
いう。）を受けようとする者は、当該ボイラーの溶接作業に着手する前に、ボイラー溶接検
査申請書（様式第７号）にボイラー溶接明細書（様式第８号）を添えて、登録設計審査等機
関に提出しなければならない。
３　登録設計審査等機関は、溶接検査に合格したボイラーに様式第９号による刻印を押し、
そのボイラー溶接明細書を申請者に交付する。

（溶接検査）
第７条　溶接によるボイラーの溶接をしようとする者は、法第38条第１項の規定により、登
録製造時等検査機関の検査を受けなければならない。ただし、当該ボイラーが附属設備（過
熱器及び節炭器に限る。以下この章において同じ。）若しくは圧縮応力以外の応力を生じな
い部分のみが溶接によるボイラー又は貫流ボイラー（気水分離器を有するものを除く。）で
ある場合は、この限りでない。
２　前項の規定により登録製造時等検査機関が行う検査（以下この章において「溶接検査」
という。）を受けようとする者は、当該ボイラー溶接作業に着手する前に、ボイラー溶接検
査申請書（様式第７号）にボイラー溶接明細書（様式第８号）を添えて、登録製造時等検査
機関に提出しなければならない。
３　登録製造時等検査機関は、溶接検査に合格したボイラーに様式第９号による刻印を押
し、かつ、そのボイラー溶接明細書に様式第10号による溶接検査済の印を押して申請者に交
付する。

140 （都道府県労働局長が溶接検査の業務を行う場合における規定の適用）
第７条の２　法第53条の２第１項の規定により都道府県労働局長が前条の溶接検査の業務の
全部又は一部を自ら行う場合においては、同条（第１項ただし書を除く。）の規定を適用す
る。この場合において、同条中「設計審査を行った登録設計審査等機関」又は「登録設計審
査等機関」とあるのは「所轄都道府県労働局長又は登録設計審査等機関」とする。

（都道府県労働局長が溶接検査の業務を行う場合における規定の適用）
第７条の２　法第53条の２第１項の規定により都道府県労働局長が前条の溶接検査の業務の
全部又は１部を自ら行う場合においては、同条の規定を適用する。この場合において、同条
中「登録製造時等検査機関」とあるのは「所轄都道府県労働局長又は登録製造時等検査機
関」とする。

141 （使用検査）
第１２条　次の者は、法第38条第１項の規定により、それぞれ当該ボイラーについて、登録
設計審査等機関の検査を受けなければならない。（一、二、三略）
２　外国においてボイラーを製造した者は、法第38条第２項の規定により、当該ボイラーに
ついて、 登録設計審査等機関の検査を受けることができる。当該検査が行われた場合にお
いては、当該ボイラーを輸入した者については、前項の規定は、適用しない。
３　前２項の規定により登録設計審査等機関が行う検査（以下この章において「使用検査」
という。）を受けようとする者は、ボイラー使用検査申請書（様式第13号）にボイラー明細
書（様式第３号）を添えて、登録設計審査等機関に提出しなければならない。
４　ボイラーを輸入し、又は外国において製造した者が使用検査を受けようとするときは、
前項の申請書に当該申請に係るボイラーの構造が製造許可基準のうちボイラーの構造に係る
部分に適合していることを厚生労働大臣が指定する者（外国に住所を有するものに限る。）
が明らかにする書面を添付することができる。
５　登録設計審査等機関は、使用検査に合格したボイラーに様式第４号による刻印を押し、
かつ、そのボイラー明細書に様式第14号による使用検査済の印を押して申請者に交付する。
６　登録設計審査等機関は、使用検査に合格した移動式ボイラーについて、申請者に対しボ
イラー検査証（様式第６号）を交付する。

（使用検査）
第１２条　次の者は、法第38条第１項（参照124頁）の規定により、登録製造時等検査機関
の検査を受けなければならない。（一、二、三略）
２　外国においてボイラーを製造した者は、法第38条第２項（参照124頁）の規定により、
登録製造時等検査機関の検査を受けることができる。当該検査が行われた場合においては、
当該ボイラーを輸入した者については、前項の規定は、適用しない。
３　前２項の規定により登録製造時等検査機関が行う検査（以下この章において「使用検
査」という。）を受けようとする者は、ボイラー使用検査申請書（様式第13号）にボイラー
明細書（様式第３号）を添えて、登録製造時等検査機関に提出しなければならない。
４　ボイラーを輸入し、又は外国において製造した者が使用検査を受けようとするときは、
前項の申請書に当該申請に係るボイラーの構造が法第37条第２項の厚生労働大臣の定める基
準（ボイラーの構造に係る部分に限る。）に適合していることを厚生労働大臣が指定する者
（外国に住所を有する者に限る。）が明らかにする書面を添付することができる。
５　登録製造時等検査機関は、使用検査に合格したボイラーに様式第４号による刻印を押
し、かつ、そのボイラー明細書に様式第14号による使用検査済の印を押して申請者に交付す
る。
６　登録製造時等検査機関は、使用検査に合格した移動式ボイラーについて、申請者に対し
ボイラー検査証（様式第６号）を交付する。
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142 （都道府県労働局長が使用検査の業務を行う場合における規定の適用）
第12条の２　法第53条の２第１項の規定により都道府県労働局長が前条の使用検査の業務の
全部又は一部を自ら行う場合においては、同条の規定を適用する。この場合において、 同
条中「登録設計審査等機関」とあるのは「都道府県労働局長又は登録設計審査等機関」とす
る。

（都道府県労働局長が使用検査の業務を行う場合における規定の適用）
第12条の２　法第53条の２第１項の規定により都道府県労働局長が前条の使用検査の業務の
全部又は１部を自ら行う場合においては、同条の規定を適用する。この場合において、同条
中「登録製造時等検査機関」とあるのは「都道府県労働局長又は登録製造時等検査機関」と
する。

143 （ボイラー検査証）
第15条
４　前２項の規定にかかわらず、都道府県労働局長又は業務を廃止（登録の取消し及び登録
の失効を含む。）した登録設計審査等機関が交付した移動式ボイラーのボイラー検査証を滅
失し、又は損傷したときは 、移動式ボイラーを設置している者は、ボイラー検査証再交付
申請書（様式第16号）に第２項第１号又は第２号に掲げる書面を添えて、所轄労働基準監督
署長を経由して都道府県労働局長に提出し、再交付を受けなければならない。この場合にお
いて、所轄労働基準監督署長が、都道府県労働局長が再交付した検査証に、事業場の所在
地、名称、種類及び有効期間その他必要な事項について記載し、移動式ボイラーを設置して
いる者に対し、与えるものとする。
５　所轄労働基準監督署長は、前３項の場合において、有効期間その他必要な事項を記載す
るときは、労働安全衛生法及びこれに基づく命令に係る登録及び指定に関する省令（昭和47
年労働省令第44号。以下「登録省令」という。）第９条に基づく報告その他の方法で確認し
た当該ボイラーの法第41条第２項の性能検査（以下「性能検査」という。）の結果等に基づ
くものとする。

（ボイラー検査証）
第15条
４　新設
５　新設

148 （使用の制限）
第26条　事業者は、ボイラーについては、製造許可基準のうちボイラーの構造に係る部分に
適合するものでなければ、使用してはならない。

（使用の制限）
第26条　事業者は、ボイラーについては、法第37条第２項の厚生労働大臣の定 める基準＊
６（ボイラーの構造に係る部分に限る。）に適合するものでなければ、使用してはならない

150 （定期自主検査）
第32条
４　前３項の規定は、法第45条第２項の規定による自主検査について準用する。この場合に
おいて、これらの規定中「事業者」とあるのは「個人事業者」と読み替えるものとする。
※令和9年4月1日から施行

（定期自主検査）
第32条
４　新設

150 （補修等）
第33条
２　個人事業者は、前条第４項において準用する同条第１項又は第２項の自主検査を行った
場合において、異常を認めたときは、補修その他の必要な措置を講ずるものとする。
※令和9年4月1日から施行

（補修等）
第33条
２　新設

151 （性能検査等）
第38条　ボイラー検査証の有効期間の更新を受けようとする者は、当該検査証に係るボイ
ラー及び第14条第１項各号に掲げる事項について、性能検査を受けなければならない。

（性能検査等）
第38条　ボイラー検査証の有効期間の更新を受けようとする者は、当該検査証に係るボイ
ラー及び第14条第１項各号に掲げる事項について、法第41条第２項の性能検査（以下「性能
検査」という。）を受けなければならない。

154 （特別の教育）
第92条
２　法第42条第３項の作業従事役員等は、労働者と同一の場所において前項の業務に就くと
きは、同項に規定する教育を受けなければならない。
３　前２項の特別の教育は、次の科目について行うものとする。
一　ボイラーの構造に関する知識
二　ボイラーの附属品に関する知識
三　燃料及び燃焼に関する知識
四　関係法令
五　小型ボイラーの運転及び保守
六　小型ボイラーの点検
４　安衛則第37条及び第38条並びに前３項に定めるもののほか、第１項及び第２項の特別の
教育の実施について必要な事項は、厚生労働大臣が定める。
※令和9年4月1日から施行

（特別の教育）
第92条
２　前項の特別の教育は、次の科目について行なうものとする。
一　ボイラーの構造に関する知識
二　ボイラーの附属品に関する知識
三　燃料及び燃焼に関する知識
四　関係法令
五　小型ボイラーの運転及び保守
六　小型ボイラーの点検
３　安衛則第37条及び第38条並びに前２項に定めるもののほか、第１項の特別の教育の実施
について必要な事項は、厚生労働大臣が定める。
４　新設

155 （定期自主検査）
第94条
４　前３項の規定は、法第45条第２項の規定による自主検査について準用する。この場合に
おいて、これらの規定中「事業者」とあるのは「個人事業者」と読み替えるものとする。

（定期自主検査）
第94条
４　新設

155 （補修等）
第95条
２　個人事業者は、前条第４項において準用する同条第１項又は第２項の自主検査を行った
場合において、異常を認めたときは、補修その他の必要な措置を講ずるものとする。

（補修等）
第95条
２　新設

157 ボイラー構造規格（抄）（附属品に関する規定）
改正　令和7年11月7日厚生労働省告示第291号

ボイラー構造規格（抄）（附属品に関する規定）
改正　令和元年6月28日厚生労働省告示第48号

157 （銘板）
第64条　最高使用圧力が0.1メガパスカルを超える蒸気ボイラーに備えるリフトが弁座口の
径の15分の１以上の揚程式安全弁及び全量式安全弁（次項において「揚程式安全弁等」とい
う。）は、その材料及び構造が日本産業規格Ｂ8210（安全弁）に適合したもの又はこれと同
等以上の機械的性質を有するものでなければならない。

（銘板）
第64条　最高使用圧力が0.1メガパスカルを超える蒸気ボイラーに備えるリフトが弁座口の
径の15分の１以上の揚程式安全弁及び全量式安全弁（次項において「揚程式安全弁等」とい
う。）は、その材料及び構造が日本工業規格Ｂ8210（蒸気用及びガス用ばね安全弁）に適合
したもの又はこれと同等以上の機械的性質を有するものでなければならない。

158 （圧力計）
第66条　蒸気ボイラーの蒸気部、水柱管又は水柱管に至る蒸気側連絡管には、次の各号に定
めるところにより、指示値を確実に確認できる圧力計（最大指示値が最高使用圧力の1.5倍
以上３倍以下の圧力であるものに限る。）を取り付けなければならない。
（一、二、三略）
四　削除
五　削除
２　前項の圧力計は、停電の場合においても有効に機能するものでなければならない。

（圧力計）
第66条　蒸気ボイラーの蒸気部、水柱管又は水柱管に至る蒸気側連絡管には、次の各号に定
めるところにより、圧力計を取り付けなければならない。
（一、二、三略）
四　圧力計の目盛盤の最大指度は、最高使用圧力の1.5倍以上３倍以下の圧力を示す指度と
すること。
五　圧力計の目盛盤の径は、目盛りを確実に確認できるものであること。

２　新設

158 （温水ボイラーの水高計）
第67条　温水ボイラーには、ボイラー本体又は温水の出口付近に、コック又は弁の開閉状況
を容易に知ることができるように水高計（最大指示値が最高使用圧力の1.5倍以上３倍以下
の圧力であるものに限る。）を取り付けなければならない。ただし、水高計に代えて圧力計
を取り付けることができる。
一　削除
二　削除

（温水ボイラーの水高計）
第67条　温水ボイラーには、次の各号に定めるところにより、ボイラー本体又は温水の出口
付近に水高計を取り付けなければならない。ただし、水高計に代えて圧力計を取り付けるこ
とができる。
一　コック又は弁の開閉状況を容易に知ることができること。
二　水高計の目盛盤の最大指度は、最高使用圧力の1.5倍以上３倍以下の圧力を示す指度と
すること。

159 （ガラス水面計）
第69条　蒸気ボイラー（貫流ボイラー（多管式貫流ボイラーを除く。）を除く。）には、ボ
イラー本 体又は水柱管に、ガラス水面計を２個（多管式ボイラーにあっては１個）以上取
り付けなければならない。ただし、次の各号に掲げる蒸気ボイラー（多管式貫流ボイラーを
除く。）にあっては、そのうちの１個をガラス水面計でない水面測定装置とすることができ
る。

（ガラス水面計）
第69条　蒸気ボイラー（貫流ボイラーを除く。）には、ボイラー本体又は水柱管に、ガラス
水面計を２個以上取り付けなければならない。ただし、次の各号に掲げる蒸気ボイラーに
あっては、そのうちの１個をガラス水面計でない水面測定装置とすることができる。

161 （吹出し弁又は吹出しコックの構造）
第78条　蒸気ボイラー（貫流ボイラー（多管式貫流ボイラーを除く。）を除く。）には、ス
ケールその他の沈殿物を排出することができる吹出し管であって吹出し弁又は吹出しコック
を取り付けたものを備えなければならない。
２　前項の吹出し弁及び吹出しコックの数並びに吹出し管の設置方法は、日本産業規格
B8201（陸用鋼製ボイラ-構造）に定めるところによらなければならない。
３　削除

（吹出し弁又は吹出しコックの構造）
第78条　蒸気ボイラー（貫流ボイラーを除く。）には、スケールその他の沈殿物を排出する
ことができる吹出し管であって吹出し弁又は吹出しコックを取り付けたものを備えなければ
ならない。
２　最高使用圧力１メガパスカル以上の蒸気ボイラー（移動式ボイラーを除く。）の吹出し
管には、吹出し弁を２個以上又は吹出し弁と吹出しコックをそれぞれ１個以上直列に取り付
けなければならない。
３　２以上の蒸気ボイラーの吹出し管は、ボイラーごとにそれぞれ独立していなければなら
ない。

164 （圧力計、水高計及び温度計）
第96条
３　第66条の規定は蒸気ボイラーの圧力計（前項ただし書の圧力計を除く。）について、第
67条の規定は温水ボイラーの水高計及び前項ただし書の圧力計について、第68条第２項の規
定は温水ボイラーの温度計について準用する。

（圧力計、水高計及び温度計）
第96条
３　第66条（第五号を除く。）の規定は蒸気ボイラーの圧力計について、第67条の規定は温
水ボイラーの水高計について、第68条第２項の規定は温水ボイラーの温度計について準用す
る。

166 労働基準法（抄）
改正　令和8年7月17日法律第60号

労働基準法（抄）
改正　令和6年5月31日法律第42号
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169 登録設計審査等機関を追加・備考４削除

174 法令の条文　簡易ボイラー等構造規格
令第13条第三十六号　→　令第13条二十五号

参照ページの変更
P17（170頁）→（172頁）
P110（170頁 付録２参照）→（172頁 付録２参照）
P135（参照166頁）→（参照168頁）
P143（参照167頁）→（参照169頁）
P153（参照167頁）→（参照169頁）
P154（168頁）→（170頁）

公益社団法人ボイラ・クレーン安全協会
2026.10


